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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成15年 
  4月 1日 
至 平成15年 
  9月30日

自 平成16年
  4月 1日 
至 平成16年 
  9月30日

自 平成17年
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成15年 
  4月 1日 
至 平成16年 
  3月31日

自 平成16年
  4月 1日 
至 平成17年 
  3月31日

売上高 (百万円) 107,171 118,396 123,380 218,078 242,036

経常利益 (百万円) 2,989 6,775 9,142 5,893 13,592

中間(当期)純利益 (百万円) 1,098 3,474 5,028 1,687 7,382

純資産額 (百万円) 219,104 221,981 233,850 220,508 226,729

総資産額 (百万円) 297,042 286,957 300,953 288,967 297,544

１株当たり純資産額 (円) 217,797.82 220,657.09 232,456.09 219,193.18 225,237.25

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 1,091.67 3,453.40 4,998.93 1,559.52 7,198.89

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.8 77.4 77.7 76.3 76.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,699 13,467 10,293 6,474 24,808

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △25,848 △15,920 △18,934 △23,751 △19,437

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △438 △1,661 △816 △3,064 △2,183

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 54,848 49,963 47,823 54,072 57,247

従業員数 (名) 2,740 2,841 2,923 2,772 2,875



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第64期の１株当たり年間配当額1,100円は、開局45周年ならびに新本社ビル竣工記念配当500円が含まれてお

ります。 

３ 第65期の１株当たり年間配当額1,300円は、特別配当300円が含まれております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成15年 
  4月 1日 
至 平成15年 
  9月30日

自 平成16年
  4月 1日 
至 平成16年 
  9月30日

自 平成17年
  4月 1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成15年 
  4月 1日 
至 平成16年 
  3月31日

自 平成16年
  4月 1日 
至 平成17年 
  3月31日

売上高 (百万円) 96,596 106,704 111,229 197,239 218,265

経常利益 (百万円) 2,302 5,364 7,014 4,793 10,755

中間(当期)純利益 (百万円) 1,094 3,046 3,968 1,874 6,431

資本金 (百万円) 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642

発行済株式総数 (株) 1,006,000 1,006,000 1,006,000 1,006,000 1,006,000

純資産額 (百万円) 215,826 218,539 228,805 217,450 222,782

総資産額 (百万円) 280,751 281,127 294,234 274,400 291,732

１株当たり純資産額 (円) 214,538.80 217,236.45 227,441.19 216,153.90 221,364.18

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 1,088.11 3,028.23 3,944.38 1,786.98 6,303.25

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 300 500 700 1,100 1,300

自己資本比率 (％) 76.9 77.7 77.8 79.2 76.4

従業員数 (名) 1,170 1,149 1,137 1,154 1,143



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、従来より提出会社の関係会社であった以下の会社が新たに持分法適用関

連会社となりました。 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有又は被所有割合の(内書)は、間接所有割合であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年9月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合(組合員数897名)は、日本民間放送労働組合連合会(民放労連)に加盟してお

ります。労使関係については良好であります。なお、民放労連はいずれの団体にも属しておりません。

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有又は 
被所有 
割合(％)

関係内容

(持分法適用関連会社）
㈱メディアミックス・
ジャパン

東京都 
港区

54 テレビ放送事業
23.6  
(3.6)

当社番組制作
役員の兼任等 無

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

テレビ放送事業 2,563

音楽出版事業 47

その他事業 186

全社(共通) 127

合計 2,923

従業員数(名) 1,137



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、企業業績の回復による設備投資の増加、失業率の低下や雇用・所

得環境の好転による個人消費の持ち直し、堅調に推移する株式市場などから、政府が「景気の踊り場か

らの脱却」宣言をするなど、明るい動きが見受けられました。 

放送業界におきましても、企業収益や経済環境の好転を受け、広告出稿が堅調に推移しました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業、テレショ

ップ事業などを中心に、収益確保に努めた結果、当中間連結会計期間の売上高は、1,233億8千万円で、

前年同期比49億8千4百万円（＋4.2％）の増収となり、営業費用は、前年同期比28億1千5百万円（＋

2.5％）増の1,144億9千5百万円となりました結果、営業利益は88億8千5百万円、前年同期比21億6千9百

万円（＋32.3％）の増収増益となりました。 

また、経常利益は91億4千2百万円で、前年同期比23億6千6百万円（＋34.9％）の増益、中間純利益も

50億2千8百万円で、前年同期比15億5千4百万円（＋44.8％）の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①テレビ放送事業 

当中間連結会計期間は、プライムタイム（19時～23時）が13.1％を記録。前年同期比1.4％増と大

きく上昇し、フジテレビに続いて民放2位となりました。半期平均2位は22年半ぶり、開局以来2度目

のことです。ゴールデンタイム（19時～22時）では12.7％を記録。前年同期比1.3％増と上昇し、32

年半ぶりの民放3位となりました。全日帯（6時～24時）は7.7％で上半期歴代最高、プライム2（23時

～25時）は8.5％で堂々のトップとなりました。 

バラエティー番組では、「ビートたけしのTVタックル」（月曜21時）、「ロンドンハーツ」（火曜

21時）が平均15％を超える高い視聴率をマーク。他にも「愛のエプロン」（水曜19時）、「銭形金太

郎」（水曜20時）、「いきなり！黄金伝説。」（木曜19時）などが、視聴者の高い支持を得ていま

す。 

ドラマでは、木曜ドラマ「菊次郎とさき」（木曜21時）が平均15.0％の高い視聴率をマークしまし

た。他にも「おみやさん」「アタックNo.1」「はぐれ刑事純情派ファイナル」「新・科捜研の女」

が、安定した支持を得ました。また「倉本聰ドラマスペシャル祇園囃子」が20.3％、「特命係長只野

仁スペシャル」が19.3％と、高い視聴率を獲得しました。 

報道情報番組では、「報道ステーション」が前年同期比2.1％増と大幅に上昇し、平均14.0％の安

定した高視聴率を獲得。サッカー中継との連動や衆議院解散・総選挙など、視聴者の関心を的確に捉

えた報道で、厚い信頼を得ております。 

スポーツでは、サッカー「2006FIFAワールドカップTMアジア地区最終予選」を放送し、「北朝鮮×

日本」がテレビ朝日歴代4位の43.4％を獲得しました。これは当上半期全局全番組中最高です。また

「バーレーン×日本」23.8％、「日本×イラン」26.0％と、いずれも高い視聴率を記録しました。そ

の他サッカー「東アジア選手権2005」は男子3試合平均で19.9%、「キリンチャレンジカップ2005 日

本×ホンジュラス」が20.7%と、高い視聴率を獲得しました。 



その結果、タイム収入は、レギュラーのバラエティー番組を中心とした高視聴率により、順調に推

移しました。また、単発番組では、プロ野球中継「スーパーベースボール」が視聴率低迷の影響でセ

ールスに苦戦を強いられましたが、「世界水泳モントリオール2005」やサッカー「東アジア選手権

2005」などで積極的な営業を行った結果、タイム収入は、468億1百万円で前年同期比10億8千7百万円

（＋2.4％）の増収となりました。 

スポット収入は、前期に引き続き好調に推移しました。業種では、昨年の「アテネオリンピック」

の反動もあり、「電気機器」は伸び悩みましたが、「金融・保険」「サービス・娯楽」をはじめ、

「出版」「住宅・建材」「化粧品・洗剤」などの業種が好調でした。その結果、当中間連結会計期間

のスポット収入は499億9千1百万円で前年同期比29億8千5百万円（＋6.4％）の増収となりました。 

また、番組販売収入は、前年同期比1億2千8百万円（＋2.2％）増の60億2千7百万円、その他収入

は、テレビ朝日映像㈱、㈱テイクシステムズなどの放送関連収入の増収などにより、前年同期比7億6

千4百万円（＋12.1％）増の70億7千5百万円となりました。 

以上の結果、テレビ放送事業の売上高は1,098億9千5百万円で、前年同期比49億6千6百万円（＋

4.7％）の増収となり、営業費用は前年同期比36億2千2百万円（＋3.6％）増の1,036億6千6百万円と

なりました結果、営業利益は62億2千9百万円で、前年同期比13億4千3百万円（＋27.5％）の増益とな

りました。 

  

②音楽出版事業 

音楽出版事業では、著作権・著作隣接権とも好調に推移しております。㈱テレビ朝日ミュージック

専属アーティスト ケツメイシのシングル「さくら」、アルバム「ケツノポリス4」が好調で、特に

「ケツノポリス4」は200万枚を超えるセールスとなりました。その他インディーズCDは、堅調に推移

しました。また、ツアー・イベントやグッズ販売も順調に推移しました。 

この結果、音楽出版事業の売上高は49億1千6百万円で、前年同期比3億9千6百万円（＋8.8％）の増

収となり、営業費用は前年同期比2億6千1百万円（△7.7％）減の31億5千5百万円となりました結果、

営業利益は17億6千万円で、前年同期比6億5千8百万円（＋59.7％）の増益となりました。 

  

③その他事業 

出資映画事業では、アニメ「クレヨンしんちゃん 伝説を呼ぶブリブリ3分ポッキリ大進撃」がゴ

ールデンウィークの公開で前年同様、ヒットいたしました。9月公開の「仮面ライダー響鬼」「魔法

戦隊マジレンジャー」も、前回を上回る好調な推移となりました。 

イベント事業では、「騎馬オペラ ジンガロ日本公演」、「恐竜博2005」、「アメリカン・バレ

エ・シアター日本公演」、「FUJI ROCK FESTIVAL 05」、「SUMMER SONIC 2005」をはじめ、数々のイ

ベントを開催し、多くの観客を動員いたしました。 

そのほか、テレショップ番組「セレクションX」や生活情報番組「快適！ズバリ（7月から「いま

得！」）」内の通信販売コーナーを中心としたテレショップ事業が好調に推移いたしました。さら

に、出版事業、番組のDVD化・ビデオ化をはじめとするコンテンツビジネスや携帯電話向け会員制有

料情報サービスなどにも精力的に取り組みました。 



テレショップ事業は前年同期比で増収となりましたが、イベント事業や出資映画事業などが前年同

期比で減収となったため、その他事業の売上高は前年同期比1億9千8百万円（△1.6％）減の124億5千

8百万円となりました。また、営業費用は前年同期比3億4千7百万円（△2.9％）減の115億2千8百万円

となりました結果、営業利益は9億2千9百万円で前年同期比1億4千9百万円（＋19.2％）の増益となり

ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比94億2千4百

万円減少し、478億2千3百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは102億9千3百万円の資金増で、前年同期に比べ31億7千3百万円

減少いたしました。 

減少の主な要因は、税金等調整前中間純利益が29億4千9百万円増の90億6千5百万円となったものの、

前年同期には消費税等の還付があったのに対し、当中間連結会計期間には前年度1年分の納付をしたこ

となどから、消費税等関連の資金の増減が前年同期比で39億9千万円の資金の減少となったことと、前

連結会計年度の課税所得の増加により、法人税等の支払額が前年同期に比べて33億8千万円増加したこ

となどであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、189億3千4百万円の資金の減少となり、前年同期の減少額159

億2千万円に比べて30億1千3百万円増加しました。この主な要因は、有形固定資産の取得に係わる支出

が前年同期比35億4千9百万円減少したものの、有価証券の取得に係わる支出額が前年同期比74億1千3百

万円増加したことによります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度で借入金の返済が終了したことにより、資金

の減少額が前年同期に比べて8億4千5百万円少ない8億1千6百万円となりました。 

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

テレビ放送事業

タイム収入 46,801 2.4

スポット収入 49,991 6.4

番組販売収入 6,027 2.2

その他収入 7,075 12.1

小計 109,895 4.7

音楽出版事業 4,916 8.8

その他事業 12,458 △1.6

計 127,270 4.2

セグメント間取引消去 △3,889 4.9

合計 123,380 4.2

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額 
(百万円)

割合(％)
金額
(百万円)

割合(％)

㈱電通 46,186 39.0 48,058 39.0

㈱博報堂ＤＹ 
 メディアパートナーズ

20,046 16.9 21,898 17.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、

重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおいて、研究開発活動は、連結財務諸表を作成する当社のみが行っております。当社の

研究活動については、下記のとおりであります。 

当社はテレビ放送事業にてデジタル化・ＩＴ化時代に即した放送と通信の融合についての研究開発を行

っており、主に①1セグメント放送等のモバイル向けサービス、②インターネット・ブロードバンド利用

技術等の実用化に向けて取り組んでおります。総額は5百万円であります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,006,000 1,006,000
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 1,006,000 1,006,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年9月30日 ― 1,006,000 ― 36,642 ― 55,342



(4) 【大株主の状況】 

平成17年9月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年9月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,322株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1,322個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年9月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地5－3－2 340,495 33.85

東映株式会社 東京都中央区銀座3－2－17 161,842 16.09

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町1－1－1 40,300 4.01

九州朝日放送株式会社 福岡県福岡市中央区長浜1－1－1 32,147 3.20

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町2－11－3 27,402 2.72

株式会社衛星チャンネル 東京都中央区築地5－3－2 20,854 2.07

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1－8－11 19,073 1.90

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０２５（常任代理人 株
式会社みずほコーポレート銀行 
兜町証券決済業務室）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U. S. A. （東京都中央区日本橋
兜町6－7）

18,904 1.88

株式会社講談社 東京都文京区音羽2－12－21 13,640 1.36

株式会社電通 東京都港区東新橋1－8－1 12,710 1.26

計 ― 687,367 68.33

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,006,000 1,006,000 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 1,006,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,006,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 253,000 232,000 246,000 248,000 273,000 290,000

最低(円) 216,000 213,000 222,000 232,000 237,000 259,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令

第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5

号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年4月1日から平成16年9月

30日まで)及び前中間会計期間(平成16年4月1日から平成16年9月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平

成17年4月1日から平成17年9月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)

の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、東陽監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ流動資産

  現金及び預金 29,974 27,842 31,766

  受取手形及び 
  売掛金

58,591 62,145 63,686

  有価証券 27,007 36,069 30,621

  たな卸資産 13,165 12,337 14,542

  その他 7,708 7,225 5,549

  貸倒引当金 △186 △80 △106

   流動資産合計 136,260 47.5 145,540 48.4 146,059 49.1

Ⅱ固定資産

 １有形固定資産
注1, 
2

   建物及び構築物 23,791 22,944 23,419

   機械装置及び 
   運搬具

25,228 22,513 23,483

   土地 16,699 16,694 16,694

   建設仮勘定 496 514 214

   その他 2,044 68,259 (23.8) 2,028 64,695 (21.5) 2,086 65,898 (22.1)

 ２無形固定資産 7,098 (2.5) 6,706 (2.2) 7,132 (2.4)

 ３投資その他の資産

   投資有価証券 48,693 60,998 52,751

   差入保証金 19,531 17,852 18,698

   その他 7,535 5,634 7,478

   貸倒引当金 △422 75,338 (26.2) △474 84,011 (27.9) △475 78,453 (26.4)

   固定資産合計 150,696 52.5 155,413 51.6 151,484 50.9

  資産合計 286,957 100.0 300,953 100.0 297,544 100.0



 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ流動負債

  支払手形及び 
  買掛金

11,570 12,505 13,904

  短期借入金 18 ― ―

  未払金 12,530 12,363 14,008

  未払費用 14,842 16,442 15,336

  未払法人税等 2,151 3,756 4,884

  その他 4,786 3,005 3,786

   流動負債合計 45,899 16.0 48,072 16.0 51,921 17.4

Ⅱ固定負債

  退職給付引当金 16,637 16,264 16,326

  役員退職慰労 
  引当金

919 868 980

  その他 145 395 177

   固定負債合計 17,702 6.1 17,528 5.8 17,484 5.9

  負債合計 63,601 22.1 65,600 21.8 69,405 23.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,374 0.5 1,501 0.5 1,409 0.5

(資本の部)

Ⅰ資本金 36,642 12.8 36,642 12.2 36,642 12.3

Ⅱ資本剰余金 55,342 19.3 55,342 18.4 55,342 18.6

Ⅲ利益剰余金 123,422 43.0 130,916 43.5 126,828 42.6

Ⅳその他有価証券 
 評価差額金

6,598 2.3 10,961 3.6 7,961 2.7

Ⅴ為替換算調整勘定 △25 △0.0 △12 △0.0 △46 △0.0

  資本合計 221,981 77.4 233,850 77.7 226,729 76.2

   負債、少数株主 
   持分及び資本 
   合計

286,957 100.0 300,953 100.0 297,544 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ売上高 118,396 100.0 123,380 100.0 242,036 100.0

Ⅱ売上原価 82,495 69.7 84,537 68.5 165,774 68.5

   売上総利益 35,901 30.3 38,843 31.5 76,262 31.5

Ⅲ販売費及び 
 一般管理費

注1 29,184 24.6 29,958 24.3 62,655 25.9

   営業利益 6,716 5.7 8,885 7.2 13,606 5.6

Ⅳ営業外収益

  受取利息 57 103 126

  受取配当金 242 320 290

  その他 243 543 0.4 262 686 0.5 593 1,010 0.4

Ⅴ営業外費用

  支払利息 1 0 2

  持分法による 
  投資損失

437 410 901

  その他 43 483 0.4 17 429 0.3 119 1,023 0.4

   経常利益 6,775 5.7 9,142 7.4 13,592 5.6

Ⅵ特別利益

  六本木再開発 
  受取補償金

注2 300 300 0.3 ― ― ― 300 300 0.1

Ⅶ特別損失

  六本木再開発 
  関連損失

注3 535 ― 535

  投資有価証券 
  評価損

131 46 131

  会員権評価損 1 ― 1

  貸倒引当金繰入額 11 ― 11

  子会社事務所 
  移転関連損失

281 ― 281

  会員権償還損 ― 961 0.8 31 77 0.1 ― 961 0.4

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

6,115 5.2 9,065 7.3 12,931 5.3

  法人税、住民税 
  及び事業税

1,994 3,647 5,886

  法人税等調整額 634 2,629 2.3 272 3,919 3.2 △440 5,445 2.2

  少数株主利益 11 0.0 116 0.1 103 0.0

   中間(当期) 
   純利益

3,474 2.9 5,028 4.1 7,382 3.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ資本剰余金期首残高 55,342 55,342 55,342

Ⅱ資本剰余金 
 中間期末(期末)残高

55,342 55,342 55,342

(利益剰余金の部)

Ⅰ利益剰余金期首残高 120,870 126,828 120,870

Ⅱ利益剰余金増加高

中間(当期)純利益 3,474 5,028 7,382

持分法適用会社増加に伴う
増加高

― 3,474 5 5,034 ― 7,382

Ⅲ利益剰余金減少高

配当金 804 804 1,307

役員賞与 117 921 141 946 117 1,424

(うち監査役分) (7) (11) (7)

Ⅳ利益剰余金 
 中間期末(期末)残高

123,422 130,916 126,828



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書

(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期) 
純利益

6,115 9,065 12,931

減価償却費 4,165 4,250 8,388

固定資産廃棄損 319 12 373

投資有価証券評価損 131 46 131

会員権評価損 1 ― 1

貸倒引当金の増減額(△減少) 16 △26 △10

持分法による投資損失 437 410 901

退職給付引当金の増減額 
(△減少)

△695 △61 △1,006

受取利息及び受取配当金 △299 △424 △417

支払利息 1 0 2

売上債権の増減額(△増加) △1,875 1,538 △6,969

たな卸資産の増減額(△増加) 4,136 2,204 2,759

仕入債務の増減額(△減少) △830 △963 3,213

六本木再開発前受補償金 
取崩額

△300 ― △300

その他 3,260 △1,364 6,960

小計 14,583 14,690 26,960

利息及び配当金の受取額 280 378 404

利息の支払額 △1 △0 △2

法人税等の支払額 △1,394 △4,775 △2,553

営業活動による 
キャッシュ・フロー

13,467 10,293 24,808

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

定期預金の増減額(△増加) 80 ― 70

有価証券の増減額(△増加) △4,005 △11,419 △2,118

有形固定資産の取得による 
支出

△5,967 △2,418 △8,237

有形固定資産の売却による 
収入

14 1 30

無形固定資産の取得による 
支出

△945 △547 △1,970

投資有価証券の取得による 
支出

△5,061 △5,211 △7,286

投資有価証券の償還による 
収入

― 703 ―

その他 △35 △41 74

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△15,920 △18,934 △19,437



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書

(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の増減額(△減少) △800 ― △800

長期借入金の返済による支出 △44 ― △62

配当金の支払額 △805 △805 △1,308

少数株主への配当金の支払額 △12 △11 △12

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△1,661 △816 △2,183

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

6 33 △13

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(△減少)

△4,109 △9,424 3,174

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

54,072 57,247 54,072

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

49,963 47,823 57,247



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数   14社

主要な連結子会社名

㈱テイクシステムズ

テレビ朝日映像㈱

㈱テレビ朝日クリエイト

㈱トラストネットワーク

㈱ビデオ・パック・ニッポ

ン

㈱放送技術社

㈱テレビ朝日ミュージック

㈱テレビ朝日サービス

１ 連結の範囲に関する事項

同左

１ 連結の範囲に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数

              7社

主要な会社名

㈱ビーエス朝日

㈱日本ケーブルテレビジョ

ン

㈱文化工房

㈱フレックス

 なお、当中間連結会計期間

に設立された㈱ＪＣＴＶ－Ｈ

Ｑを新たに持分法適用の関連

会社としております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数

              8社

主要な会社名

㈱ビーエス朝日

㈱日本ケーブルテレビジョ

ン

㈱文化工房

㈱フレックス

  なお、㈱メディアミック

ス・ジャパンは重要性が増し

たため、当中間連結会計期間

より持分法適用の関連会社と

しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数

              7社

主要な会社名

㈱ビーエス朝日

㈱日本ケーブルテレビジョ

ン

㈱文化工房

㈱フレックス

 なお、当連結会計年度に設

立された㈱ＪＣＴＶ－ＨＱを

新たに持分法適用の関連会社

としております。

(2) 持分法非適用の関連会社

持分法を適用していない関連

会社(㈱東北朝日プロダクショ

ン、㈱ミステリチャンネル他)

は、それぞれ中間連結純損益及

び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。

(2) 持分法非適用の関連会社

同左

(2) 持分法非適用の関連会社

持分法を適用していない関連

会社(㈱東北朝日プロダクショ

ン、㈱ミステリチャンネル他)

は、それぞれ連結純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、その会社の

中間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。

(3)     同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、その会社の事業年度

に係る財務諸表を使用しており

ます。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社のうちTV  Asahi 

America,Inc.の中間決算日は6月

30日であり、同社の中間決算日現

在の中間財務諸表を使用しており

ます。

ただし、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社のうちTV  Asahi 

America,Inc.の決算日は12月31日

であり、同社の決算日現在の財務

諸表を使用しております。

ただし、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価

法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

同左

② たな卸資産

番組勘定

個別法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

② たな卸資産

番組勘定

同左

貯蔵品

同左

② たな卸資産

番組勘定

同左

貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、建

物については15年から50年、

放送用機械装置については6

年であります。

また、東陽町放送センター

の建物(建物附属設備を含む)

については土地の賃借期間を

耐用年数としております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、建

物については15年から50年、

放送用機械装置については6

年であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は、建

物については15年から50年、

放送用機械装置については6

年であります。

また、東陽町放送センター

の建物(建物附属設備を含む)

については土地の賃借期間を

耐用年数としております。

② 無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(5年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

なお、過去勤務債務につい

ては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(15年)による定額法に

より、処理することとしてお

ります。

また、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生し

た翌連結会計年度から処理す

ることとしております。

② 退職給付引当金

同左

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。

なお、過去勤務債務につい

ては、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数(15年)による定額法に

より、処理することとしてお

ります。

また、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生し

た翌連結会計年度から処理す

ることとしております。

③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額の100％を計

上しております。

同左 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額の100％を計上し

ております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社の資産、負債、

収益及び費用は、存外子会社中

間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社の資産、負債、収益

及び費用は、存外子会社決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に対

して僅少なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に対して

僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） ―――――――

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前中間連結会計期間まで投資その他の資産「その他」

に含めて表示しておりました「差入保証金」について

は、当中間連結会計期間において総資産額の5/100を超

えることとなったため、当中間連結会計期間より区分掲

記することといたしました。

なお、前中間連結会計期間の「差入保証金」は、

6,356百万円であります。

―――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年3月31日)

１ 有形固定資産の減価償却累計額

36,781百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

42,196百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

39,141百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

199百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

196百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

196百万円

 

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,717百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,945百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

78百万円

計 4,741百万円
  

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,477百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,639百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

60百万円

計 4,177百万円
  

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,572百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,792百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

69百万円

計 4,435百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１ 販売費及び一般管理費の主要な

もの

人件費 4,947百万円

退職給付費用 265百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

226百万円

代理店手数料 18,396百万円

広告宣伝費 1,131百万円

１ 販売費及び一般管理費の主要な

もの

人件費 5,033百万円

退職給付費用 250百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

219百万円

代理店手数料 19,316百万円

広告宣伝費 864百万円

１ 販売費及び一般管理費の主要な

もの

人件費 12,380百万円

退職給付費用 622百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

300百万円

代理店手数料 37,954百万円

広告宣伝費 2,507百万円

２ 六本木再開発受取補償金の内容

六本木再開発に伴い当中間連

結会計期間に発生した「六本木

再開発関連損失」のうち、損失

補償の対象となる額と同額を計

上しております。

２

―――――――

２ 六本木再開発受取補償金の内容

六本木再開発に伴い当連結会

計年度に発生した「六本木再開

発関連損失」のうち、損失補償

の対象となる額と同額を計上し

ております。

 

３ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び
設備移設費

23百万円

固定資産廃棄損
及び設備撤去
費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円

 

３

―――――――

 

３ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び
設備移設費

23百万円

固定資産廃棄損
及び設備撤去

費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成16年9月30日)

現金及び預金勘定 29,974百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△13百万円

取得日から３ヶ月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券)

20,002百万円

現金及び現金同等物 49,963百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年9月30日)

現金及び預金勘定 27,842百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△22百万円

取得日から３ヶ月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券)

20,003百万円

現金及び現金同等物 47,823百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成17年3月31日)

現金及び預金勘定 31,766百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△22百万円

取得日から３ヶ月
以内に償還期限の
到来する短期投資
(有価証券)

25,502百万円

現金及び現金同等物 57,247百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

 

(借主としてのもの)
１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び 

運搬具

1,153 559 593

その他 2,564 1,262 1,302

合計 3,717 1,822 1,895

 
 

(借主としてのもの)
１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置 

及び 

運搬具

984 427 557

その他 2,353 1,245 1,108

合計 3,338 1,672 1,665

 
 

(借主としてのもの)
１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

機械装置 

及び 

運搬具

1,006 467 539

その他 2,360 1,291 1,068

合計 3,367 1,759 1,608

 
なお、取得価額相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算
定しております。
その他のうち、主なものは工具器
具備品であります。

なお、取得価額相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算
定しております。
その他のうち、主なものは工具器
具備品であります。

なお、取得価額相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定して
おります。
その他のうち、主なものは工具器
具備品であります。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額
１年内 653百万円
１年超 1,242百万円

合計 1,895百万円

 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額
１年内 588百万円
１年超 1,077百万円

合計 1,665百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 574百万円
１年超 1,033百万円

合計 1,608百万円

なお、未経過リース料中間期末残
高相当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。
また、当中間連結会計期間のファ
イナンス・リース取引の借手である
と同時に貸手ともなるファイナン
ス・リース取引の未経過リース料中
間期末残高相当額は以下のとおりで
あります。

1,853百万円

なお、未経過リース料中間期末残
高相当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。
また、当中間連結会計期間のファ
イナンス・リース取引の借手である
と同時に貸手ともなるファイナン
ス・リース取引の未経過リース料中
間期末残高相当額は以下のとおりで
あります。

1,329百万円

なお、未経過リース料期末残高相
当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。
また、当連結会計年度のファイナ
ンス・リース取引の借手であると同
時に貸手ともなるファイナンス・リ
ース取引の未経過リース料期末残高
相当額は以下のとおりであります。

1,579百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 373百万円
減価償却費相当額 373百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 343百万円
減価償却費相当額 343百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 737百万円
減価償却費相当額 737百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 1,784百万円
１年超 6,245百万円

合計 8,030百万円
 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 1,784百万円
１年超 4,461百万円

合計 6,245百万円

 
 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 1,784百万円
１年超 5,353百万円

合計 7,137百万円



次へ 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

 

(貸主としてのもの)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額

(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

中間期末 
残高 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

115 81 34

その他 6 5 1

合計 122 86 35

 

(貸主としてのもの)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間期末残高

取得価額

(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

115 85 30

その他 116 15 100

合計 231 101 130

 

(貸主としてのもの)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び期末残高

取得価額

(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高

(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

115 81 34

その他 116 7 108

合計 231 88 142

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 40百万円

１年超 70百万円

合計 110百万円
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 63百万円

１年超 114百万円

合計 177百万円
  

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 64百万円

１年超 145百万円

合計 210百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高及び見積残存価額の残高の合

計額が、営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。

また、当中間連結会計期間のファ

イナンス・リース取引の借手である

と同時に貸手ともなるファイナン

ス・リース取引の未経過リース料中

間期末残高相当額は以下のとおりで

あります。

1,888百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高及び見積残存価額の残高の合

計額が、営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しております。

また、当中間連結会計期間のファ

イナンス・リース取引の借手である

と同時に貸手ともなるファイナン

ス・リース取引の未経過リース料中

間期末残高相当額は以下のとおりで

あります。

1,355百万円

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高及

び見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割合

が低いため、受取利子込み法により

算定しております。

また、当連結会計年度のファイナ

ンス・リース取引の借手であると同

時に貸手ともなるファイナンス・リ

ース取引の未経過リース料期末残高

相当額は以下のとおりであります。

1,608百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 20百万円

減価償却費 10百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 32百万円

減価償却費 12百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 44百万円

減価償却費 25百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年9月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について減損対象となったものはありませ

ん。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間

末における時価が期首簿価に比べて50％以上下落したときに減損処理を行うこととしております。また、当中

間連結会計期間末における時価の下落率が期首簿価に比べて30％以上50％未満であるときは、前連結会計年度

末、当中間連結会計期間末の時価および当中間連結会計期間中の時価の推移等を勘案して、減損処理を行うこ

ととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 13,498 13,502 4

② 社債 4,168 4,161 △6

③ その他 ― ― ―

計 17,666 17,664 △2

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 6,627 17,686 11,059

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 2,017 2,076 59

その他 ― ― ―

③ その他 1,526 1,538 11

計 10,171 21,301 11,130

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー 1,499

(2) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 14,654

譲渡性預金 12,000

社債 1,200



Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について減損対象となったものはありませ

ん。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当中間連結会計期間

末における時価が期首簿価に比べて50％以上下落したときに減損処理を行うこととしております。また、当中

間連結会計期間末における時価の下落率が期首簿価に比べて30％以上50％未満であるときは、前連結会計年度

末、当中間連結会計期間末の時価および当中間連結会計期間中の時価の推移等を勘案して、減損処理を行うこ

ととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 16,099 16,103 4

② 社債 8,915 8,885 △29

③ その他 ― ― ―

計 25,014 24,989 △24

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 9,310 27,714 18,404

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 3,372 3,372 0

その他 ― ― ―

③ その他 1,526 1,556 29

計 14,209 32,643 18,434

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー 3,499

(2) その他有価証券

譲渡性預金 13,500

非上場株式 12,898

金銭信託 3,000



Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年3月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について減損対象となったものはありません。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末に

おける時価が期首簿価に比べて50％以上下落したときに減損処理を行うこととしております。また、当連結会

計年度末における時価の下落率が期首簿価に比べて30％以上50％未満であるときは、前連結会計年度末、当連

結会計年度末の時価および当連結会計年度中の時価の推移等を勘案して、減損処理を行うこととしておりま

す。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

① 国債・地方債等 30,599 30,614 14

② 社債 6,620 6,632 11

③ その他 ― ― ―

計 37,220 37,246 26

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(2) その他有価証券

① 株式 9,019 22,282 13,262

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 2,017 2,098 81

その他 ― ― ―

③ その他 1,526 1,542 16

計 12,563 25,924 13,360

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 12,795



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）及び 

前連結会計年度  （自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

テレビ放送事業：テレビ放送時間の販売、番組の販売、商品化権料収入 

音楽出版事業 ：音楽出版物の版権管理等 

その他    ：事業イベント、ビデオ・ＤＶＤ販売、出版、出資映画事業、テレショップ事業及び放送用

機器等の販売等 

  

前中間連結会計期間(自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日)

テレビ放送 
事業 
(百万円)

音楽出版
事業 
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

104,066 4,483 9,845 118,396 ― 118,396

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

862 36 2,810 3,709 (3,709) ―

計 104,929 4,520 12,656 122,105 (3,709) 118,396

営業費用 100,043 3,417 11,876 115,337 (3,657) 111,679

営業利益 4,885 1,102 779 6,768 (52) 6,716



 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

テレビ放送事業：テレビ放送時間の販売、番組の販売、商品化権料収入 

音楽出版事業 ：音楽著作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業等 

その他事業  ：イベント事業、ビデオ・DVD販売、出版、出資映画事業、テレショップ事業及び放送用機

器等の販売等 

  

 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

テレビ放送事業：テレビ放送時間の販売、番組の販売、商品化権料収入 

音楽出版事業 ：音楽著作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業等 

その他事業  ：イベント事業、ビデオ・DVD販売、出版、出資映画事業、テレショップ事業及び放送用機

器等の販売等 

当連結会計年度より、「その他」を「その他事業」に名称を変更しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日)

テレビ放送 
事業 
(百万円)

音楽出版
事業 
(百万円)

その他事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

108,890 4,825 9,664 123,380 ― 123,380

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,005 90 2,793 3,889 (3,889) ―

計 109,895 4,916 12,458 127,270 (3,889) 123,380

営業費用 103,666 3,155 11,528 118,350 (3,854) 114,495

営業利益 6,229 1,760 929 8,920 (34) 8,885

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)

テレビ放送 
事業 
(百万円)

音楽出版
事業 
(百万円)

その他事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

213,639 9,071 19,325 242,036 ― 242,036

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,662 51 5,166 6,880 (6,880) ―

計 215,302 9,122 24,492 248,917 (6,880) 242,036

営業費用 205,401 6,843 23,013 235,258 (6,827) 228,430

営業利益 9,901 2,279 1,478 13,659 (53) 13,606



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）及び 

前連結会計年度  （自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグ

メントの情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日）、 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日）及び 

前連結会計年度  （自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１株当たり純資産額 220,657.09円 １株当たり純資産額 232,456.09円 １株当たり純資産額 225,237.25円

１株当たり 
中間純利益金額

3,453.40円
１株当たり 
中間純利益金額

4,998.93円
１株当たり
当期純利益金額

7,198.89円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 3,474 5,028 7,382

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― 140

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円)

― ― 140

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

3,474 5,028 7,242

普通株式の期中平均株式数
(千株)

1,006 1,006 1,006

前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

記載すべき事項はありません。 同左 同左



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年9月30日)

当中間会計期間末

(平成17年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ流動資産

  現金及び預金 27,741 24,783 29,532

  受取手形 5,160 4,023 5,528

  売掛金 50,724 54,852 55,075

  有価証券 27,007 36,069 30,621

  番組勘定 12,273 11,335 13,551

  貯蔵品 110 133 119

  その他 8,044 8,113 6,372

  貸倒引当金 △69 △47 △73

   流動資産合計 130,993 46.6 139,264 47.3 140,728 48.2

Ⅱ固定資産

 １有形固定資産
注1, 
2

   建物 22,513 21,703 22,139

   機械装置 24,995 22,187 23,241

   土地 16,594 16,590 16,590

   建設仮勘定 496 513 213

   その他 2,602 2,538 2,536

計 67,203 (23.9) 63,532 (21.6) 64,720 (22.2)

 ２無形固定資産 7,013 (2.5) 6,613 (2.2) 7,043 (2.4)

 ３投資その他の資産

   投資有価証券 52,103 64,957 56,634

   差入保証金 19,204 17,529 18,375

   その他 4,963 2,688 4,580

   貸倒引当金 △355 △351 △351

計 75,916 (27.0) 84,823 (28.8) 79,239 (27.2)

   固定資産合計 150,133 53.4 154,969 52.7 151,003 51.8

  資産合計 281,127 100.0 294,234 100.0 291,732 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年9月30日)

当中間会計期間末

(平成17年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ流動負債

  支払手形 3,518 3,244 3,224

  買掛金 4,727 6,139 7,363

  短期借入金 6,613 7,883 7,707

  未払代理店手数料 11,373 11,921 12,591

  未払費用 13,513 14,952 13,863

  未払法人税等 1,416 2,621 3,876

  その他 注4 5,301 2,817 4,439

   流動負債合計 46,464 16.5 49,581 16.8 53,066 18.2

Ⅱ固定負債

  長期借入金 300 400 400

  退職給付引当金 14,967 14,458 14,555

  役員退職慰労 
  引当金

780 761 820

  その他 74 227 106

   固定負債合計 16,122 5.8 15,847 5.4 15,882 5.4

  負債合計 62,587 22.3 65,428 22.2 68,949 23.6

(資本の部)

Ⅰ資本金 36,642 13.0 36,642 12.5 36,642 12.6

Ⅱ資本剰余金

  資本準備金 55,342 55,342 55,342

   資本剰余金合計 55,342 19.7 55,342 18.8 55,342 19.0

Ⅲ利益剰余金

 １利益準備金 529 529 529

 ２任意積立金 113,728 119,086 113,728

 ３中間(当期) 
  未処分利益

5,738 6,335 8,620

   利益剰余金合計 119,996 42.7 125,951 42.8 122,878 42.1

Ⅳその他有価証券 
 評価差額金

6,557 2.3 10,868 3.7 7,918 2.7

  資本合計 218,539 77.7 228,805 77.8 222,782 76.4

   負債資本合計 281,127 100.0 294,234 100.0 291,732 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ売上高 106,704 100.0 111,229 100.0 218,265 100.0

Ⅱ営業費用

  放送費及び 
  その他事業費

74,896 77,032 153,019

  販売費及び 
  一般管理費

26,899 27,870 55,234

   営業費用合計 101,796 95.4 104,902 94.3 208,253 95.4

   営業利益 4,908 4.6 6,326 5.7 10,011 4.6

Ⅲ営業外収益

  受取利息 57 101 126

  受取配当金 266 376 314

  その他 165 226 395

   営業外収益合計 489 0.4 705 0.6 836 0.4

Ⅳ営業外費用

  支払利息 1 2 4

  その他 31 14 88

   営業外費用合計 33 0.0 17 0.0 93 0.1

   経常利益 5,364 5.0 7,014 6.3 10,755 4.9

Ⅴ特別利益

  六本木再開発 
  受取補償金

注1 300 ― 300

   特別利益合計 300 0.3 ― ― 300 0.1

Ⅵ特別損失

  六本木再開発 
  関連損失

注2 535 ― 535

  投資有価証券 
  評価損

131 46 131

  会員権評価損 1 ― 1

  貸倒引当金繰入額 11 ― 11

  関係会社株式評価 
  損

― 257 ―

  会員権償還損 ― 31 ―

   特別損失合計 679 0.6 334 0.3 679 0.3

  税引前中間 
  (当期)純利益

4,985 4.7 6,679 6.0 10,376 4.7

  法人税、住民税 
  及び事業税

1,250 2,500 4,320

  法人税等調整額 688 1,938 1.8 211 2,711 2.4 △374 3,945 1.8

  中間(当期)純利益 3,046 2.9 3,968 3.6 6,431 2.9

  前期繰越利益 2,692 2,367 2,692

  中間配当額 ― ― 503

   中間(当期) 
   未処分利益

5,738 6,335 8,620



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

番組勘定

個別法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(2) たな卸資産

番組勘定

同左

貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

番組勘定

同左

貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物

については15年から50年、放送

用機械装置については6年であ

ります。

また、東陽町放送センターの

建物(建物附属設備を含む)につ

いては土地の賃借期間を耐用年

数としております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物

については15年から50年、放送

用機械装置については6年であ

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、建物

については15年から50年、放送

用機械装置については6年であ

ります。

また、東陽町放送センターの

建物(建物附属設備を含む)につ

いては土地の賃借期間を耐用年

数としております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(5年)に基づく定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により、処

理することとしております。

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ翌事業年度から処理する

こととしております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により、処

理することとしております。

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ翌事業年度から処理する

こととしております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額の100％を計上して

おります。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しており

ます。



前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第6号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありま

せん。

―――――

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「差入保証金」について

は、当中間会計期間において総資産額の5/100を超える

こととなったため、当中間会計期間より区分掲記する

ことといたしました。

なお、前中間会計期間の「差入保証金」は、5,780百

万円であります。

――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年9月30日)

当中間会計期間末
(平成17年9月30日)

前事業年度末 
(平成17年3月31日)

１ 有形固定資産の減価償却累計額

34,041百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

39,437百万円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

36,450百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

199百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

196百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資

産の圧縮記帳控除額

196百万円

 

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,717百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,945百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

78百万円

計 4,741百万円
  

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,477百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,639百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

60百万円

計 4,177百万円
  

３ 保証債務(銀行借入保証)

下記の者の金融機関からの借入

に対し、債務保証を行っておりま

す。

従業員住宅資金
融資保証

2,572百万円

㈱放送衛星
システム借入保証

1,792百万円

㈱ケーブルテレビ
ジョン東京
借入保証

69百万円

計 4,435百万円

４ 消費税等の取扱い

仮受消費税等計上額から仮払消

費税等計上額を控除した残高を流

動負債の「その他」に含めて表示

しております。

４ 消費税等の取扱い

同左

４

―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１ 六本木再開発受取補償金の内容

六本木再開発に伴い当中間会計

期間に発生した「六本木再開発関

連損失」のうち、損失補償の対象

となる額と同額を計上しておりま

す。

１

―――――

１ 六本木再開発受取補償金の内容

六本木再開発に伴い当事業年度

に発生した「六本木再開発関連損

失」のうち、損失補償の対象とな

る額と同額を計上しております。

 

２ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び
設備移設費

23百万円

固定資産廃棄損
及び設備撤去
費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円
 

 

２

―――――

 

 

２ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び
設備移設費

23百万円

固定資産廃棄損
及び設備撤去
費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円

３ 減価償却実施額

有形固定資産 3,129百万円

無形固定資産 887百万円

３ 減価償却実施額

有形固定資産 3,176百万円

無形固定資産 962百万円

３ 減価償却実施額

有形固定資産 6,210百万円

無形固定資産 1,864百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

 

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 144 119 24

その他 2,129 1,107 1,021

合計 2,274 1,227 1,046

  

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 34 22 12

その他 1,988 1,062 925

合計 2,023 1,084 938

  

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置 68 50 17

その他 1,950 1,110 840

合計 2,019 1,160 858

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

その他のうち、主なものは工具器

具備品であります。

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。

その他のうち、主なものは工具器

具備品であります。

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。

その他のうち、主なものは工具器

具備品であります。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 436百万円

１年超 610百万円

合計 1,046百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 370百万円

１年超 567百万円

合計 938百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 366百万円

１年超 491百万円

合計 858百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 263百万円

減価償却費相当額 263百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 232百万円

減価償却費相当額 232百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 510百万円

減価償却費相当額 510百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 6,245百万円

合計 8,030百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 4,461百万円

合計 6,245百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 5,353百万円

合計 7,137百万円



(有価証券関係) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

平成17年11月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 ① 中間配当による配当金の総額…………………704百万円 

 ② １株当たりの金額………………………………700円 

 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成17年12月9日 

(注) 当社定款第35条の規定に基づき、平成17年9月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し

て、支払いを行います。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

１株当たり純資産額 217,236.45円 １株当たり純資産額 227,441.19円 １株当たり純資産額 221,364.18円

１株当たり 
中間純利益金額

3,028.23円
１株当たり 
中間純利益金額

3,944.38円
１株当たり
当期純利益金額

6,303.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 3,046 3,968 6,431

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― 90

(うち利益処分による 
役員賞与金)(百万円)

― ― 90

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

3,046 3,968 6,341

普通株式の期中平均株式数
(千株)

1,006 1,006 1,006

前中間会計期間
(自 平成16年4月 1日
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日)

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

記載すべき事項はありません。 同左 同左



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

１ 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第65期)

自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日

平成17年6月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月15日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テレビ朝日の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社テレビ朝日及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平

成17年4月1日から平成17年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社テレビ朝日及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月15日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テレビ朝日の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社テレビ朝日の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第66期事業年度の中間会計期間(平成

17年4月1日から平成17年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社テレビ朝日の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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